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まち・ひと・しごと創生総合戦略2015改訂版（平成27年12月24日閣議決定）（抄）

【施策の概要】

人口５万人程度以上の市を中心として、2009 年度から、市町村が連携して相互に役割分担しつつ

圏域の生活関連機能を維持・向上させ、人口のダム機能を果たすことを目的とする定住自立圏の取

組が行われてきた。

この定住自立圏については、その果たすべき人口のダム機能に関する検証を十分に行い、人口減

少克服の観点から地域連携が有効に機能する仕組みを構築する。

■ 定住自立圏の協定締結等圏域数：140圏域を目指す（2015年10月時点95圏域）

【主な施策】

◎ (4)-(ア)-A-② 定住自立圏の形成の促進

2015 年 10 月現在、95 圏域において定住自立圏が形成されており、取組が着実に広がっている。

また、定住自立圏の先行実施圏域（21 圏域）では、取組前後の圏域人口を比較すると、社会増と

なったのが２圏域、社会減が緩和したのが 17 圏域となっており、この取組の効果が見られる。

定住自立圏の形成等を引き続き推進するため、人口の観点を含めこれまでの定住自立圏の取組

成果について再検証を行い、その結果を踏まえ、雇用増対策など定住自立圏の取組の支援策を検

討・実施する。

これらを通じ、2020 年には定住自立圏の協定締結等圏域数を 140 圏域とすることを目指すととも

に、地方公共団体自らは、圏域の特性も踏まえ、生活関連機能・雇用・人口に関する成果目標を設

定することとする。
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経済財政運営と改革の基本方針2016（仮称）（素案）

（平成28年5月18日 平成28年第９回経済財政諮問会議 資料１ 抜粋）

（３）地方行財政改革・分野横断的な課題

④広域化・共同化などの地方行政分野における改革

連携中枢都市圏、定住自立圏については、各圏域において、その特性を踏まえ、社会人口増減

などの適切な指標の設定を含め成果を検証する仕組みを今年度中に構築し、結果を明らかにす

るよう促す。

まち・ひと・しごと創生基本方針2016（案）

（平成28年５月20日 第９回まち・ひと・しごと創生会議 資料２ 抜粋）

＜課題＞

・平成28年４月１日現在、108圏域において定住自立圏が形成されたところであるが、市町村におけ

る定住自立圏の形成に向けた取組を更に広げていく必要がある。

＜今後の方向性＞

・平成32年度には定住自立圏の形成数を140圏域とすることを目指す。

・各圏域における取組を更に深化させるため、これまでの取組成果の再検証を踏まえ、雇用増対策

など定住自立圏の取組の支援策を検討・実施する。

【対応の方針】

◎定住自立圏の取組内容の深化

・平成32年度には定住自立圏の形成数を140圏域とすることを目指す。

・各圏域の取組を更に深化させるため、これまでの取組成果の再検証を踏まえ、雇用増対策など定

住自立圏の取組の支援策を検討・実施する。
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2014・2015年度

集中改革期間
2019
年度

2016年度
2017
年度

2018
年度

経済・財政再生計画 改革工程表

通常国会 概算要求
税制改正要望等

年末 通常国会

KPI
（第一階層）

2020
年度～

《主担当府省庁等》

KPI
（第二階層）

○連携中枢都市圏の形成促進等

地
方
行
政
分
野
に
お
け
る
改
革

＜⑫公共サービスの広域化＞

集中改革期間

（注）現在の連携中枢都市（圏）の要件
⑴地方圏の指定都市、新中核市（人口20万以上）であって、
⑵昼夜間人口比率概ね１以上を満たす都市を中心とする圏域

・「連携中枢
都市圏」の形
成数

【2015年度に
目標圏域数
を設定】

・社会人口
増減など

連携中枢都市圏
制度開始
（2015年１月～）

※各地方公共団体
が作成する「地方
版総合戦略」を踏
まえ、形成数のＫＰＩ
を設定

圏域の形成について、以下の取組等を通じ推進
・圏域形成の検討のために必要な経費について国費で助成
（2016年度概算要求2.2億円）

・各地域の先進的な地域連携に関する取組事例の情報提供

左記ＫＰＩを踏まえ、圏域の形成を推進
（事後的に検
証する指標）

■地域において、相当の規模と中核性を備える圏域の中心都市が近隣の市町村と連携し、コンパクト化とネットワ－ク
化により、人口減少・少子高齢社会においても一定の圏域人口を有し活力ある社会経済を維持するための拠点を形成
することを目的とする。連携中枢都市圏を全国展開するため、圏域の形成に向けた取組を支援

2018年度に、これまでの圏域形成

に関する取組状況について、検証
を行う。この検証を踏まえつつ、Ｋ
ＰＩ達成に向けた取組を推進

《総務省自治行政局・地域力創造グループ》

○定住自立圏の形成促進等

（注）定住自立圏における中心市の要件
⑴地方圏の市（人口５万程度以上）であって、⑵昼夜間人口比率１以上を満たすこと

・「定住自立
圏」の協定締
結等圏域数

【2020年度ま
でに140圏
域】

定住自立圏
制度開始
（2009年４月）

新たな圏域の形成を推進
2015年度中に実施する取組成果の再検証の結果を踏まえ、
人口減少克服の観点から地域連携が有効に機能する仕組み
を構築

左記の新たな仕組みにより、取組を推進

■中心市と近隣市町村が相互に役割分担し、連携・協力することにより、圏域全体として生活に必要な都市機能（行政
サービス・民間サービス等）を確保することを目的とする。各圏域の取組を支援するとともに、新たな圏域の形成を推進
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各圏域において、その特性を踏まえ、社会人口
増減などの適切な指標の設定を含め成果を検
証する仕組みを28年度中に構築し、結果を明
らかにするよう促す

経済・財政一体改革推進委員会
第２次報告（平成28年4月28日） 抜粋



成果指標の設定、検証の進め方（論点メモ）

○成果指標設定の際に留意している点

○指標設定・成果検証を行う場

・開催頻度

・タイミング

・メンバー（市町村担当者、分野別の民間人、国・県の参画等）

○成果検証結果の施策への反映方法（議論の場、タイミング）
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